
Ⅰ　はじめに

　原価計算の研究領域は、様々な関連対象

（Bezugsobjekte）について、原価の把握、分析、

算入をいかに解決するかがその中心的な課題

である（Dellmann und Franz, １９９４, S.１５.）。し

かしながら、現行にある伝統的な原価計算ア

プローチは、近年における企業環境の加速度

的な変化を背景に適合性を喪失していると批

判されている。K.デルマン＝K.-P. フランツ

（Klaus Dellmann und Klaus-Peter Franz）は、

こうした批判の原因となっている企業環境の

変化と伝統的な原価計算の適合性喪失の関係

を次のように分析している（Dellmann und 

Franz, １９９４, S.１５f）。

　第１の変化は戦略志向の高まりである。こ

の変化は、原価計算に長期的な計画が必要で

あることをもたらすとともに、戦略選択を支

援できるような原価計算となることを要求す

る。戦略選択は、質、弾力性、時間の優位性

などの数値化することが困難なものもその要

素として考慮されなければならない。さらに、

近年のライフサイクル短縮化傾向も気になる

ところである。これらの問題について伝統的

な原価計算では経営管理に有用な情報を提供

することはできていない。

　第２の変化は、生産領域およびその他の企

業領域における先端技術の進歩とその利用の

増大である。技術の進歩は、顧客の要求に応

える能力を拡大することになり、企業に大き

な将来へのチャンスを与えることになるが、

他方で、既存の技術の陳腐化による現在の危

機を招くことでもある。こうした状況は、

CAD/CAM, FMS, CIMなどの先端技術の利用

にあてはまる。このような設備の設置は、固

定費・間接費という古くて新しい経営問題を

尖鋭化することにもなるのである。

　第３の変化は、前述の企業環境の変化と並

んで企業の市場志向への変化である。これは、

伝統的な機能的組織から、事業部制やチーム

制などの市場志向に適した組織構造への変化

をもたらすことになる。伝統的な原価計算は
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機能別組織を前提としている。したがって、

これからの原価計算は、このような企業構造

の変化に適合するように修正されなければな

らない。

　要するに、製造志向から市場志向ないし顧

客志向への戦略転換による枠組条件の変化が

あり、そこには伝統的な原価計算では十分に

果たすことのできない市場要求と顧客願望に

適合する情報需要への変化が存在するという

のである。そこで、これらの情報要求を充た

すことが企業の長期的な成功を果たすために

重要と考えられるのである。したがって、こ

れまで短期的な期間業績を測定・評価するた

めの情報を提供してきた、いわゆる伝統的な

原価計算は、新しい情報需要に応えることの

できるように進化していかなければならない。

そこで、本稿では、戦略的な市場志向の原価

情報を支援することができると考えられる手

法の１つであるライフサイクル志向の原価計

算について、T.ライヒマン＝O.フレーリンク

（Thomas Reichmann und Oliver Froeling）の

所説を検討することから、新たな原価計算の

方向性とその基本問題について明らかにした

い。

Ⅱ　経営経済学におけるライフサイクル

概念

　時間の一定の経過とともに、多くの問題が

発生し、また多くの問題が解決することがあ

るということが知られている。企業にとって

も時間は重要な戦略上の基礎にある。例えば、

企業にとって最も重大な危機の１つは、時間

との関連で捉えるならば市場退出の段階が問

題となる。それは企業のライフサイクル終結

段階と指摘することもできるものである。こ

のことから、企業もまた、他の生物体と同じ

ように、時間との関連で「発生と消滅」を繰

り返す段階モデルとして解釈されうるのであ

る。しかしながら、ライヒマン＝フレーリン

クは、このライフサイクル概念について、ド

イツ経営経済学では科学的な探求努力をして

きたとはいえないと述べている１。とはいえ

全くそうした研究努力が払われてこなかった

わけではない。彼らも、そのわずかな例外の

１つとして、H.アルバッハ＝R.アルバッハ

（Horst Albach＝Renate Albach）の次のような

一文を紹介しているのである（Reichmann 

und Froeling, １９９４, S.２８２）。「第３の秩序基準

は、ライフサイクル概念である。企業は市場

経済の中にあり、与えられた秩序の中で自社

の従業員の能力によって発展するのである。

企業の発展は常に失敗のリスクと背中合わせ

である─企業も衰退するのである。我々はこ

れを企業のライフサイクルという─創立・発

展・終結は企業のライフサイクルの３段階で

ある。」

　したがって、この企業のライフサイクルと

いう視点で企業の長期的な成功を考えるなら

ば、成功に必要な潜在性を時間で評価するこ

とができなければならないのである。ただし、

企業のライフサイクルという概念は、時間と

関連した異なる部分サイクルがかぶさった複

雑な集合体とみられる（Reichmann und 

Froeling, １９９４, S.２８３）。そこで、企業のライ

フサイクルを考えるばあい、それを構成して

いるさまざまな部分サイクルを検討すること

が必要となる。ライヒマン＝フレーリンクは、

その部分サイクルをインプット志向とアウト

プット志向という視点で考察している２。ま

ずインプット志向の部分ライフサイクルとし

て、企業の３つの重要な潜在要素に関連させ

たライフサイクルをそれぞれあげている。人
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のライフサイクル、技術のライフサイクル、

サプライヤーのライフサイクルがそれである

（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２８３）。これ

ら３つの部分ライフサイクルが重なり合って

企業のライフサイクルが決定されると考える

のである。

　そして、彼らは近年の先端技術の進歩によ

る企業の自動化の進展にもかかわらず、なお、

企業のライフサイクルにとって最も重要な潜

在的要素は人であるとする。生物体としての

人のライフサイクルは、原則的には、企業の

ライフサイクルよりも短いと考えられる。景

気後退時の合理化政策、景気拡大時の増員政

策、定年、自己都合による退職などが、人の

ライフサイクルに影響を及ぼす。いずれにし

ても、企業のライフサイクルにおいて、成功

企業ではほぼ全員が交代しているということ

がいえるだろう。技術のライフサイクルも人

のライフサイクルと同じようなことがあては

まる。つまり企業のライフサイクルよりも短

いということである。特に、近年におけるコ

ンピュータ技術および通信技術の進歩は、技

術のライフサイクルをかなり短縮している。

彼らは、さらに広い意味におけるインプット

の潜在要素、すなわちその時々の外部企業と

の関係で成立するライフサイクルを識別する。

この外部企業との関係で成立するライフサイ

クルをサプライヤーのライフサイクルと呼ぶ。

彼らは、このサプライヤーのライフサイクル

は、他の２つのライフサイクルと比較すると

かなり時間的には不規則であり、ほとんど予

測不可能であるとしている（Reichmann und 

Froeling, １９９４, S.２８５）。これはその時々の経

済状況から、経営政策上、これまで企業内部

で行われていた業務を外部企業へ移転したり、

反対にこれまで外部企業に業務委託していた

ものを企業内部に取り戻したりすることを不

規則に繰り返すからである。彼らは、こうし

た行動のもとには、欧米の企業の「自己中心

性（Egozentriertheit）」があり、日本企業の

経営者・従業員がもつファミリーとして外部

企業も保護の対象であるという信念とは一線

を 画 す る も の で あ る と 考 え て い る

（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２８５）。しか

しながら、最近のわが国の企業経営は長く低

迷しており、この家族経営がそれを助長して

いる要因の１つと考え、それを打破するため

に欧米企業の「自己中心性」を企業に取り入

れようとしていることも一方の事実である。

　いずれにしても、企業のライフサイクルは、

こうしたインプット志向のライフサイクルで

考えることができる一方で、アウトプット志

向で考察することも可能である。ライヒマン

＝フレーリンクは、このアウトプット志向の

ライフサイクルを、「顧客のライフサイクル」

概念と「製品ライフサイクル」概念とに区別

して捉えている（Reichmann und Froeling, 

１９９４, S.２８５）。今日、企業のライフサイクル

概念をアウトプット志向で考察するならば、

その大部分は製品ライフサイクル概念を意味

しているといっても過言ではないほど、製品

ライフサイクルという用語が普及している。

J.ケミナー（Joerg Kemminer）が指摘するよ

うに、「企業のライフサイクルは、考察単位が

特定化されればされるほど製品単位と同化す

る（Kemminer, １９９９, S.８３f.）」ことから当然の

ことのように考えられる。しかしながら、ラ

イヒマン＝フレーリンクは次のようにいう。

「もし企業が製品の購入者を全く見つけ出す

ことができなかったら、企業にとって当該製

品の開発と生産は、経済的業績目標という視

点からは全く無益なことといえるであろう
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（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２８５）。」そう

した観点から、彼らは、企業にとって適合す

る意思決定対象は、製品ではなく現在および

将来の顧客にあるとする。ただし、そのばあ

い企業の視点からは、顧客ないし顧客全体そ

れ自体に興味があるのではなく、企業と個々

の顧客との間で実行される取引に興味がある

のである。つまり、企業側では実際になされ

た購買行動と将来なされるであろう潜在的な

購買行動に関心があるのである。換言すれば、

企業の視点からは、顧客側で引き起こされる

需要が関心の中心にあるといえるだろう。そ

のように考えるならば、製品は顧客の要求を

充たすための企業の提案ととらえることがで

きるのである。そこで当該企業の提案に対す

る顧客の製品購買行動の累積が、ここでは顧

客ライフサイクルとして考えられるというこ

とになるのである。したがって、企業の視点

から、アウトプット志向のライフサイクルを

考えるばあい、まず「顧客のライフサイクル」

という視点が重要であろう。その顧客のライ

フサイクルは、供給者と需要者の取引関係を

数量と金額によって特性化したものというこ

とができる。この顧客のライフサイクルを決

定するのがこれに対応した製品ライフサイク

ルなのである。その意味で、企業の視点から

は、製品ライフサイクルは顧客のライフサイ

クルの決定要素として捉えることが重要であ

ると考える。その製品ライフサイクルの重要

な決定要素は、価格と品質であり、さらに、

製品を細分して調査するならば、それぞれの

品種別販売量の時系列による変化が当該品種

のライフサイクルをあらわすといえるだろう。

Ⅲ　製品ライフサイクル・コスティング形

成に際しての諸問題

１　ライフサイクル段階とライフサイクル・

コスト分類

　ライフサイクル・コスティング（以下

LCCingという）は、もともとは調達側の視点

による投資代替案評価のための手法として開

発されたものであるが、供給側の視点による

製品ないしプロジェクトの計画・統制のため

の手法としても適用されうる。本稿は、後者

の視点でLCCingを考える。その際、上述した

企業のライフサイクル概念の捉え方が、ライ

フサイクル・コスティングの形成問題を考え

るための土台となる。「ライフサイクル・コス

ト概念は、一般に現在どのプロジェクト段階

にあり、どの方向に向かっているのかを明ら

かにして、さらに多くの詳細な段階を把握す

ることを可能とする原価の構造化に基づいて

いる（Back-Hock, １９９２, S.７０４）」。したがって、

ライフサイクル・コスティングは、操業度に

よる固定費・変動費区分、原価計算対象との

関係による直接費・間接費区分のほかに、第

３の算入基準、つまりライフサイクル段階に

よる原価区分が要求されることになる。そこ

で、ライヒマン＝フレーリンクは、製品ライ

フサイクル段階の区分に応じた原価区分を行

おうとした。その際、その区分について詳細

を極めれば限りがなく、その困難な参入問題

が生ずることから、一般に行われている製品

ライフサイクル段階の区分に従おうとした。

製品ライフサイクルは、前述したように顧客

のライフサイクルを決定するものである。そ

の意味では、製品ライフサイクルを市場ライ

フサイクルとして捉えることができる。しか

しながら、製品は、市場参入以前も、市場で
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の利用期間中から期間終了後も、企業の資源

と結びついているという事実があるのである。

彼らは、この考え方によって、製品ライフサ

イクルを開発段階・市場段階・廃棄段階の３

段階に区分する、いわゆる統合的な製品ライ

フサイクル（Integriertes Produkt-Lebenszy-

klus）に応じたライフサイクル・コスト分類

を行っている。開発段階で発生する原価を先

行準備原価（Vorlaufkosten）、市場段階で発生

する原価を経営ないし給付プロセス原価

（Betriebs-bzw.Leistungsprozesskosten）、廃棄

段階で発生する原価を結果コスト（Folgekos-

ten）とした３。しかしながら、これらの分類

は絶対的なものではなく相対的なものである。

例えば、NC工作機械の調達は、それによって

新しい製品が製造されることになると考えら

れるが、そこでこの機械の調達原価は、製品

ライフサイクルの開発段階で発生する先行準

備原価を意味するとされる。同時に、この機

械の調達が企業創立当初に行われないとする

と、企業のライフサイクルでは展開段階の調

達原価と考えられるので、給付プロセス原価

が問題となる。従業員の新規採用費・選択費・

教育訓練費は、人のライフサイクルの視点で

は、先行準備原価を意味する。同時に、これ

は企業のライフサイクルにおいては展開期に

あたるので給付プロセス原価でもあり、もし

実際の製品製造に関わるならば、製品ライフ

サイクルにおける給付プロセス原価というこ

ともできるのである。

　ライヒマン＝フレーリンクは、以下のよう

に先行準備原価、給付プロセスないし経営原

価、結果原価の具体的例を示す（Reichmann 

und Froeling, １９９４, S.２８８）。

　先行準備原価には、例えば、プロジェクト

あるいは製品と結び付けられた研究開発活動

のための原価、特定の機械あるいは器具設備

のような固有の利用潜在性のための原価、製

品設計のための原価、機械類および工具の調

達のための原価、建造物と運搬手段の準備の

ための原価、製造組織の構築と製造設備のプ

ログラミング原価、販売経路構築のための原

価、事前に準備されたマーケティング活動の

販売市場プロセスのための原価などである。

　給付プロセスないし経営原価は、固有の給

付プロセス実行によって生ずる機能別および

原価種類別の原価と理解されなければならな

い。これらの原価は、古典的な原価計算シス

テムの中心になっているものである。例えば、

材料費、製造費、管理費、販売費などである。

　結果原価は、考察されたライフサイクルの

終わりに生ずる原価である。例えば、維持原

価、修繕原価、保証原価のような原価分類と

理解されうる。さらに貢献利益をマイナスと

する損害や市場占有率の低下のような数値化

するのが難しい機会原価も一部あらわす。

　また、ライヒマン＝フレーリンクは、ライ

フサイクル諸段階に関連して、収益ないし給

付種類についてもその区別を示している

（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２８８）。先行

準備収益は、例えば、企業に包括的にあるい

はプロジェクト関連で認められた政府補助お

よび債務免除を意味する。給付プロセスない

し給付収益に、「正常な」収益は、製品および

サービスからの収益が含まれる。それに加え

て、金融収益のような企業関連の収益とライ

センス収益のような特別な製品関連の収益が

ある。結果収益は、結局、維持収益である。

ソフトウェア業界のばあい、企業の期間全体

収益の大部分をこの維持収益が形成するとい

われている（Reichmann und Froeling, １９９４, 

S.２９０）。
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２　適合する関連対象の限定

　ライフサイクル志向の原価差別化が適用さ

れる。原価とは常に何かに対する原価であり、

その意味ではライフサイクル・コスト発生に

ついて直接的にあるいは間接的にその発生原

因となる関連対象（Bezugsobjekte）を明らか

にしておくことが重要である。これまでの多

くの論文では、ライフサイクル・コストの算

定を製品・プロジェクトに一意的に合わせて

いる。これは古典的な原価負担者の視点

（Kostentraegersicht）と一致している。しか

し、ライヒマン＝フレーリンクは、ライフサ

イクル・コストをうまくあらわす報告書には、

さまざまな関連対象の多様性、つまり調達市

場―企業―販売市場という広い範囲の価値創

造連鎖の重要な要素が考慮されなければなら

ないことを強く提案する。そこで、彼らは具

体的に潜在性、プロセス、問題解決、問題解

決してもらう人の４つに関連対象を区分する

（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２９０）。こう

した区分視点の背景には、前述した企業のラ

イフサイクルのインプット志向とアウトプッ

ト志向の分析にあるように思われる。

（１）潜在性とライフサイクル・コスト

　ライヒマン＝フレーリンクは、企業にとっ

て、まず潜在性ないし潜在的な要素（Poten-

tiale bzw. Potentialfaktoren）４が給付製造のた

めに必要であるとする。彼らは、潜在的な要

素の例として「労働」をとりあげ、その構成

単位である「従業員」とライフサイクル・コ

スト分類の関連性について示している。

　例えば、潜在性＝先行準備原価（Potential-

Vorlaufkosten）に、従業員の採用費、有用と

思われている従業員の選択費、新しく雇用さ

れた従業員の実習費が算入される。教育訓練

費は、周期的にあるいは非周期的に発生する

潜在性＝先行準備原価に属する（Reichmann 

und Froeling, １９９４, S.２９１）。

　潜在性＝経営原価ないし経営給付プロセス

原 価（Potential-Betriebs- bzw.-Leistungspro-

zesskosten）に、期間支払を必要とする人件費、

換言すれば当該期間に企業で自由に活用でき

る利用潜在性のための金銭補償額が算入され

る。

　計画することのできない潜在性＝結果原価

（Potential-Folgekosten）に対する典型例は、

退職一時金の支払である。これは前述の人の

ライフサイクルにおける企業側の都合による

合理化政策などをその原因とする、法律上正

当化されない解雇通知の結果生ずるものであ

る。意思決定との関連でいえば、こうした経

営状態の変化による突発的な判断の結果では

なく雇用契約締結時においてすでに確定して

いる結果原価が重要なのである（Reichmann 

und Froeling, １９９４, S.２９２）。

（２）プロセスとライフサイクル・コスト

　ライフサイクル・コストは、プロセス水準

でも発生する。プロセスは、インプット要素

「潜在性」に関して、初めのアウトプットとし

ても解釈しうる。機械の購入あるいは従業員

の雇用は、「潜在性の調達」自体に目的がある

のではなく、「プロセスを実行するための潜

在性の調達」ということが調達目的設定の背

後にあるのである。例えば、NC機械のプロ

グラミング原価は、NC機械を利用するとい

うプロセスにおけるプロセス＝先行準備原価

を意味している、と同時に「従業員が実行す

るプログラミング活動」という潜在性要素に

関しては潜在性＝給付プロセス原価を意味し

ていることになる。生産領域における環境保
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護テクノロジーの事後設置は、「環境調和を

製造する」プロセスのプロセス＝結果コスト

（Prozess-Folgekosten）として解釈することが

できる。他方で、これに対応する人件費につ

いて、潜在性＝給付プロセス原価が同時に問

題となるのである（Reichmann und Froeling, 

１９９４, S.２９２）。

（３）問題解決とライフサイクル・コスト

　既述のようにライフサイクル・コストの古

典的な関連対象は、企業の原価負担者を意味

する。原価負担者とは、「アウトプットとイ

ンプットのインターフェース機能」を引き受

けるものである。例えば、製造業における中

間製品は、インプット要素を意味する。他方、

納入者の視点からはアウトプット要素を表し

ている。企業の製品は、たいてい、個々の需

要者からみればインプット要素を意味してい

る。他方、提供企業の視点からは、アウト

プットとみなされる。そこで、ライヒマン=

フレーリンクは、このように１つの組織から

他の組織へ提供されるアウトプットに対して

は、「問題解決」という用語で表そうとしてい

る（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２９３）。そ

れによって、完全に購入者側の処理内容が包

含されることになる。それは、製品５（＝ハー

ドウェア）とサービス６（=ソフトウェア）の

さまざまな量的および質的な組み合わせから

構成されることになるものである。

（４）問題解決をうける人とライフサイクル・

コスト

　ライフサイクル・コストの発生に関して、

ここで区別される関連対象は、「問題解決を

受ける人」という用語のもとに従うことにな

る（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２９３）。問

題解決を受ける人は、個人（例：最終消費者）

も組織（例：購入企業）もありうる。彼らは

製造者が提供する問題解決を必要とする。問

題解決を受ける人の適合する先行準備原価は、

例えば、企業の視点から魅力的に思われるよ

うな顧客の開拓のために投資される原価、獲

得費のようなものを意味する。それについて

すべての直接費が、また機会原価という意味

では間接費が、理解されなければならない。

それらは、例えば、新しい大量の顧客に、利

益の多い継続的な契約の獲得を背景として、

最初の購入に際して大きな提供価格の値引き

が与えられるということによって原価発生の

原因となる原価である。

３　個々の原価構造の配賦計算についての基

本問題

（１）先行準備ないし先行準備給付原価の算定

　製品関連の先行準備ないし先行準備給付原

価（Vorlauf-bzw. Vorleistungskosten）７とは、外

部購入ないし自社製造という形で債権の潜在

性あるいは物権の潜在性を発生し、その経営

準備の製造のために利用される原価を示して

いる（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２９４）。

「給付プロセス能力を確保するための原価」と

しても解釈されうるものである。ライヒマン

＝フレーリンクは、企業の原価負担者（特に

製品単位、注文単位）への先行準備原価の適

切で、できるだけ可能な発生原因による配賦

の可能性と限界についての議論は、決して新

しいものではないことをまず指摘している

（Reichmann und Froeling, １９９４, S.２９４）。とく

に、研究開発費の製品関連配賦計算（Ver-

rechnung）の視点は、経営経済学の文献にお

いて長い間議論され、そのばあい、次の２つ

の問題が中心テーマであることが示されてい

製品ライフサイクルコスティング形成に際しての諸問題



る。

①　観察時点で発生する研究開発費は、企業

の現在の製品（die aktuellen Produkte）

にどのように配賦されうるか。

②　観察時点で発生する研究開発費は、企業

の将来の製品にどのように配賦されうる

か。

　さらに、配賦計算対象の数値特性はどうで

あるか、また、配賦計算方法の質はどうであ

るかという、２つの問題が中心的な配賦問題

となる。換言すれば、現時点以前の時点で発

生した先行準備原価（埋没原価）によって発

生する現在の先行準備原価への影響、および、

特別な恩恵を受けた原価負担者への影響量に

応じた先行準備直接費および先行準備間接費

の先行準備原価分解である（Reichmann und 

Froeling, １９９４, S.２９５）。

　原価算定と配賦計算問題をさらに詳しく述

べるために、ライヒマン＝フレーリンクは、

研究開発費の例で、まず配賦計算対象自体の

数値特性つまり先行準備原価の算定問題を扱

い、それから、企業の現在の原価負担者への

時点ないし空間関連の先行準備原価配賦計算

（横断的配賦計算）を、最後に、企業の将来の

原価負担者への時点ないし空間関連の先行準

備原価配賦計算（縦断的配賦計算）の問題を

論じている。

　彼らは、まず先行準備原価の算定問題につ

いて次のようにいう。「現在、活動中の先行

準備原価の算定問題は、まず全くといってい

いほど用意されていないように思われる。な

ぜなら、わたしたちは、たいてい、特定の研

究組織あるいは製造設備の調達原価およびそ

の付随費用、および、現在活動中の研究開発

部員の給料および賃金を知っているからであ

る。しかし、わたしたちは、そのばあい、現

在の研究開発活動、およびそれに伴なう原価

は、それ以前の研究開発活動の成果によって

大きく影響を受けているということを見落と

しているのである（Reichmann und Froeling, 

１９９４, S.２９６）。」しかしながら、研究開発の戦

略的な意義は、まさに今日の投資によって、

明日の成功潜在性を創り出すということにあ

るのである。このことは、製品開発（製品な

いし部品の革新による製品）、方法開発（プロ

セスないし生産テクノロジーの革新の製造）

にも、基礎研究にも該当する。新しい建築部

材、新しい構成部品、新しい製造方法の開発

は、これらの部品あるいは方法に直接依存す

る将来の製品が利益を受け、それに伴なって、

その後の期間においては研究開発費は少なく

てすむという作用を及ぼす。これは、提供者

の将来のアプリケーション・ソフトウェア製

造に利用される技術的に給付能力のあるデー

タベースシステムが、考察時点で開発される

ならば、ソフトウェア技術にもあてはまる。

つまり、現在の研究開発活動の成果は、さま

ざまな大きさで、将来の製品、およびそれに

伴なう製品ライフサイクル成果に利益を及ぼ

すのである。例えば、製品P１（期間ｔ＋１に

おいて）、製品P２（期間ｔ＋２において）、

製品P３（期間ｔ＋３において）は、それぞ

れ期間ｔ＋αにおいて実現化され、これに対

応する先行準備原価Kvtの高さがもたらす研

究開発成果によって利益を享受する。これに

対して、ｔ期における研究開発努力と原価の

強度は、業務上の予算制約のほかに、前の期

間（ここでは期間ｔ－１）の研究開発活動の

結果によって決定的に依存している。これに

対応する先行準備原価はKvt-１となる。

　製品革新のための研究開発費である先行準

備原価Kvt-１は、その後さまざまな製品変形
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のもととなるものであるから、製品P１だけ

にその研究開発費を負担させるのは誤りであ

る。したがって、その恩恵を受けている製品

P２および製品P３にも負担させなければな

らない。そのためには、製品P１からの応用

である製品P２と製品P３それぞれの恩恵度

を計算することが必要である。ライヒマン＝

フレーリンクは、この恩恵度に対応する「重

さづけ（Gewichtungsfaktor）として、期間t=

０における製品革新によって影響をうける製

品単位原価対全製品単位原価（Reichmann 

und Froeling, １９９４, S.２９８）」による関係を利用

する。例えば、製品P１の単位原価が１,０００マ

ルクで、その後の製品変形P２が９００マルクで

あるならば、恩恵度は、製品P１は１、製品変

形P２は０.９となる。このような算定方法で、

先行準備原価Kvt-１を各製品変形に割り振

るのである。彼らは、こうした配賦方法を縦

断的な配賦計算（Laengsschnittverrechnung）

とよんでいる。

　他方、製品P１および製品変形について、

期間ごとのその配賦額を算定するばあい、各

製品ライフサイクルで発生した研究開発費を

製品ライフサイクル期間総数との関係によっ

てその配分をする。これは互いにその恩恵を

受けた部分を期間で単純に配分する方法であ

る。これは、それぞれの期間において、それ

ぞれに発生した研究開発費の支払は、これに

応じた製品成果に影響を及ぼす売上収入に

よって補償されなければならないという考え

方から行われるものである。このような配賦

方法を横断的な配賦方法（Querschnittver-

rechnung）と呼んでいる。彼らは、この横断

的な配賦方法は、戦略的な行動、ここでは研

究開発の財務的な管理問題には意味があるか

もしれないが、原価と成果の管理（Kosten-

und Erfolgs-Controlling）にとっては意味をも

つものではないと指摘している（Reichmann 

und Froeling, １９９４, S.３０２）。

（２）先行準備原価の期間配賦計算とライフサ

イクル配賦計算

　彼らは配賦計算方法を、以上のような期間

による「横断的な配賦計算」とライフサイク

ルによる「縦断的な配賦計算」の区分に、さ

らに製品関連がある（Mit Produktbezug）・な

し（Ohne Produktbezug）という視点を加え

て４つに区分している（Reichmann und 

Froeling, １９９４, S.３０２）。

①　先行準備原価の期間損益計算

　製品関連のない横断的な配賦方法は、古典

的な方法として示されるべきものである。こ

れは観察される期間に発生する先行準備原価

を、当該期間の製品ラインとは全く関係をも

たないが、期間の流動性確保のために配賦さ

れるものである。このため包括的な間接費配

賦率が利用される。つまり当該期間における

全製品の製造原価に対する当該期間に発生し

た研究開発費の割合を配賦率として、各製品

に配賦するものである。

　彼らは、この配賦方法について、プロセス

原価計算の支持者によって原価負担をゆがめ

る粗暴なものという配賦論理の無理について

の指摘があるほか、配賦計算が有用でない２

つの理由もあることを示す。１つは、製造原

価は、業務執行的な給付プロセスを保証する

ためのものと考えるならば、直接の給付領域

で利用される原価が重要であるということか

ら問題が発生する。研究開発費のような先行

準備原価は生産と離れた間接的な給付領域か

ら発生し、その発生は将来の潜在性を開拓す
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る限り戦略的な特徴を持っている。したがっ

て、研究開発費は、現在の期間における製品

原価に配賦される費用というよりも、将来の

製造原価要素に影響を及ぼす決定要素８であ

ると考えることのほうが正当であると思われ

るのである（Reichmann und Froeling, １９９４, 

S.３０２）。

　他の１つは、配賦基準として横断的な配賦

計算の目的を背景にすると疑わしいというこ

とである。前述したように、横断的な配賦計

算の目的は、できるだけ財務資金の蓄えを取

り崩すことなく現在の期間収益によって現在

の期間費用が補償されるかどうかという財務

経済上の問題に役立てることにある。そのば

あい、現在の製品との関係がわからない研究

開発費は固定費であり、その固定費負担を収

益によって回収することが課題となる。そこ

で、より有意義な配賦基準は、製造原価では

なく、期間補償貢献額（Perioden-Deckungs-

beitrag）の利用である。この期間補償貢献額

は、販売市場に関係した負担能力原則（Trag-

faehigkeitsprinzip）にもうまく適合する。し

たがって、横断的な配賦計算目的を考えるな

らば、配賦率を計算するにあたって、分母は、

製品原価ではなく補償貢献額に修正すること

が 相 応 し い と 考 え る（Reichmann und 

Froeling, １９９４, S.３０３）。しかしながら、補償

貢献額による配賦率基準の欠点は、販売価格

の算定にまでさかのぼらなければならないと

いうことである。つまり、そこでは、一定の

製品の純収益から出発して、まず変動費それ

から引き続いてそれぞれの製品単位によって

すべての固定費層のうち負担すべき固定費負

担分が控除されるのである。このような算定

手順は、すでに販売価格が決定されていると

いうことが、補償貢献額にとっては前提とさ

れていることを必要とする。したがって、頻

繁な販売価格の変化があるばあい、誤った決

定を単にもたらすだけであると考えられるの

である（Reichmann und Froeling, １９９４, S.３０４）。

　製品関連のある横断的な配賦計算は、間接

的に製品と関係している。例えば、現在製造

され販売されている製品のために開発の側面

からの方法改善に関してのように、直接の製

品関連が仮定されたならば、厳密にとれば、

先行準備原価ではなく、同じ期間に発生した

製品直接費となるので問題はない。ここで問

題となるのは、先行準備原価が間接的に製品

と関係しているばあいである。間接的な製品

関連は、研究開発努力の目標対象が、少なく

とも大まかにでも一部に限定されうるならば、

確定することができる。研究努力の目標対象

は、古いモデルラインを引き継ごうとしてい

る新しいモデルライン、あるいは、特定の製

品タイプに将来利用されようとしている構成

部品ないし部品群である。目標対象が特定さ

れるならば、そのことから横断的な配賦計算

結果は生ずる。例えば、前のモデル（Vor-

gaenger）から引き継いでいる製品革新ないし

製品改良のばあい、過去からの事実は原価経

済的に負担しなければならない。さらに、新

しい部品などの開発によってその利益を得ら

れるならば、配賦基準として製造原価の設定

を、その製品革新によって引下げられた製造

原価、すなわち「修正製造原価」とすること

がより妥当と考えられる。この場合、重要な

のは新しい製造原価である修正製造原価は、

考察時点では、その設計上の経済的な特質を

知ることができないということから、それを

どのように算定するかということにある。ラ

イヒマン＝フレーリンクは、この算定につい

て、わが国における原価企画の手法による目
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標原価の設定方法を利用することが妥当な解

決法ではないかと考える（Reichmann und 

Froeling, １９９４, S.３０６）。つまり研究開発で達

成される成果と将来の価格上限から算出され

る目標製造原価を前もって予定することが重

要なことになるとしているのである。

②　先行準備原価のライフサイクル配賦計算

　この配賦計算の考え方は、観察時点におけ

る先行準備原価は、これに対応する潜在性と

活動によって発生原因とするという事実と関

係している。ここでは、どの将来の製品ある

いは製品構成部品が利益を受けられるかとい

うことは見てとることはできない。例えば、

材料の基礎研究のようなばあいである。その

ような状況のばあい、縦断的な配賦計算は可

能ではない。なぜなら、製品関連が欠けてい

るということのはかに、なお特別な技術上も

たらされる問題がさらに加わるからである。

その問題とは、仮定されたプラスの、すなわ

ち、利益のある成果のばあい、これに対応す

る努力から生ずるノウハウがどのくらい長く

利用されうるかということを見積もることが

できないということである。したがって、①

の配賦方法をライフサイクルの視点に拡大す

ることが有益なのかもしれない。

（３）給付プロセス原価ないし経営原価の算定

　給付プロセス原価ないし経営原価の時間関

連の算定は、現代原価計算のうちの古典的な

課題領域の一部である。その概念上の基礎に

はすでに５０年前にPlautとKilgerによって基本

が展開された部分原価による弾力的計画原価

計算システムないし限界計画原価計算システ

ムが、今日でもなお古典的な生産原価計算シ

ステムの模範を表している。この古典的な生

産原価システムは、分析的な暦年時間による

たいていは相対的に短期志向の原価場所原価

の計画、正確な原価場所ごとの実際原価、お

よび注文ごとの実際原価の把握、詳細なゾル

＝イスト差異分析によって優れた特徴を示す

ものである（Reichmann und Froeling, １９９４, 

S.３１３）。

　ライヒマン＝フレーリンクは、ここでの重

要点は、事前の予測と考える。そこで彼らは、

経験曲線は長期的な単位原価そしてまた単位

価格の予測のために重要な手法上の意義をも

つことになるだろうと考える。経験曲線効果

によれば、２倍の累積生産量は原価を２０％～

３０％引下げると言われている。しかし彼らは、

これだけをグローバルなコストリーダーシッ

プ戦略からセグメントによる差別化戦略・

ニッチ戦略への移行選択とするのは非現実的

とみなしている。低減要素の算定は、歴史的

な時系列の見積集計を基礎にするだけではな

く、将来期待される展開傾向、例えば、技術

の進歩、販売市場の衰退などで修正されなけ

ればならないというのである（Reichmann 

und Froeling, １９９４, S.３１３）。

　また、彼らは、この経験曲線の理論は、管

理、情報処理、販売などの生産領域から離れ

た間接的な給付領域で発生する原価展開と、

材料費、加工費などの直接の給付領域で発生

する原価とは類似の経過典型をもつというこ

とを暗黙の了解としていることは見過ごすこ

とのできない問題であるとする。これによっ

て比例的な誤りを生ずるからである。なぜな

ら経験は、例えば生産における生産性改善が

管理においては、つねに何倍も上回ることを

示しているからである。これはとりわけ間接

的な給付原価の増加と原価態様は、直接的な

生産関連の給付とは別の他の影響要因と作用

製品ライフサイクルコスティング形成に際しての諸問題



関係に基づいているという理由からである。

このことから、彼らは、包括的な経験曲線を

別個の機能原価＝経験曲線に分けることは、

方法論的にモデル化することが難しすぎるが、

利用可能性に関して現実性があるだろうと考

える（Reichmann und Froeling, １９９４, S.３１４）。

そのばあい、給付原価計算スキームの構造に

向けられるならば、製造原価＝経験曲線、販

売コスト＝経験曲線、場合によってはさらに

細かく差別化して、管理コスト＝経験曲線が

獲得されなければならないだろう９。

（４）結果原価ないし給付後原価の算定

　製品に関連する結果ないし給付後コストは、

たいてい供給者＝需要者関係における給付の

障害が生じたばあいに明らかとなる。このこ

とから、ライヒマン＝フレーリンクは、これ

らの原価を「顧客関連の給付障害原価」と呼

び、給付障害原価を結果原価とみなすのであ

る。これらの原価のばあい、直接的な支払影

響のある結果原価と間接的で支払影響のない

原価に区別されなければならない。直接的な

結果原価の例は、例えば、納期遅れに対する

違約金の支払い、あるいは、販売製品のあと

まで残る機能傷害による損害賠償請求に対す

る支払いにみることができる。支払影響のな

い機会原価の例は、例えば、失望した顧客に

よる営業権の損失を意味する。考察時点ｔ期

に、これらの原価は、支払に関連していない、

しかし、将来の製品への潜在的な収入可能性

が減じられる。これは、例えば、不満をもつ

顧客が、次の購入について比較可能な製品供

給をもつ他の供給者に向けられるばあいがあ

てはまる。現在の製品ないし製品ラインにつ

いて給付プロセスの障害によって生ずる負の

質的な影響は、将来の製品ラインの成果潜在

性について間接的な責任を負担することにな

るのである。結果原価の証拠と具体的な額は、

さまざまな要素によって決まることになるの

である。

Ⅳ　むすび

　本稿では、今日の環境の変化、特に市場志

向ないし顧客志向への枠組条件の変化に伴な

い、伝統的な原価計算による情報では不十分

であるという基本認識から、T.ライヒマン＝

O.フレーリンクのライフサイクル志向の原価

計算についての所説を検討した。彼らは企業

のライフサイクルをインプット志向の部分サ

イクルとアウトプット志向の部分サイクルで

示し、とくに後者の製品ライフサイクルと顧

客ライフサイクルの差異について注意を喚起

している。これらの部分ライフサイクルを踏

まえて、ライフサイクル・コスティングの関

連対象を、潜在性、プロセス、問題解決、問

題解決を受ける人にわけた。これらの関連対

象と製品ライフサイクルの３段階との組み合

わせによってライフサイクルコストを分類し

た。このライフサイクルコストの分類はバッ

ク-ホック（Andrea Back=Hock）による分類

に対応している。

　この３分類において、まず先行準備原価を

成果統制のための原価として取り扱うべきか

さまざまな問題を検討した。それは、研究開

発活動でいえば、現在の研究開発活動、およ

びそれに伴なう原価は、それ以前の研究活動

の成果によって大きく影響を受けているとい

うことからさまざまな問題が生ずるというこ

とでもある。生産原価について、彼らは、現

在の原価計算である弾力的計画原価計算ない

し限界計画原価計算が模範となっているので、

問題は原価の把握ではなく事前の予測にある
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という。その予測のために、経験曲線の論理

を利用しようとしている。ただし、経験曲線

は間接部門も直接部門も一緒にしているので、

困難な問題かもしれないが、機能別の経験曲

線を示すことが次の課題となることを指摘し

ている。最後に、結果原価であるが、彼らは、

結果原価を供給者＝需要者関係における給付

障害によって生じた原価、「顧客関連の給付

障害原価」と考える。それは直接支払に影響

のある損害賠償金、直接支払いには影響を受

けない顧客の不満による将来の製品への潜在

的な収入可能性の減少という機会原価にわけ

ることができるものであった。

　彼らのアプローチは、多様性に富んでいて

その解決のための提案も多くあり、他の論者

があまり取り上げていないライフサイクル・

コスティングの問題に気づかせてくれるに十

分で詳細な分析を行っている。今後は、ここ

で再認識させられたライフサイクルコスティ

ングの課題についてさらなる検討を加え新た

な原価計算の方向性を探っていきたい。

【注】
１　他方で、製品ライフサイクルは、経営経済学に

おいてもっとも古いモデルに属しているものであ

り、他の経営経済学上の概念でこれほど認知度の

高い概念はないと指摘している論者もいる

（Fischer, ２００１, S.１）。ただし、その研究成果の多

くは米国のものであるかもしれないので、ライヒ

マン＝フレーリンクのいうように研究努力という

意味では、ドイツ経営経済学では相対的に少ない

のかもしれない。

２　ライフサイクル概念についての考察は、この分

類が絶対的なものではない、例えば、J.ケミナー

（Joerg Kemminer）は、ライフサイクルを検討する

にあたって、産業、企業、技術、製品という４分

類を示し、企業のライフサイクルについては他の

分類との関係からその特性を示している（Kem-

miner, １９９９, S.８０f.）。

３　調達のための意志決定に際して、取得原価だけ

ではなく、取得後の維持・修繕などの費用も併せ

て考慮するほうが、経済的であるということから

LCCingは誕生した。そこで、その際に分類される

LCCは、初期費用（Anfangskosten）と結果費用

（Folgekosten）の２分類で示されることもある

（Back-Hock, １９９２, S.７０４）。

４　ライヒマン＝フレーリンクは、さらに、この潜

在性に関して物権的な契約内容と債権的な契約内

容に区分している（Reichmann und Froeling, 

１９９４, S.２９１）。

５　ライヒマン＝フレーリンクは、製造者から需要

者に供給される物的給付を製品とする。これは、

製造プロセスの観点からいえば、かなり簡単なも

のから、かなり複雑なものまでさまざまである。

非常に複雑な製品については、ほぼプロジェクト

といいあらわすことも可能である。そのばあい、

製品概念に対して高い類似性が存在する。そこで

なぜ物的給付の共通の上位概念として「製品」と

いう用語を利用しないのかその理由が理解できな

いとする。プロジェクトという概念は、例えば、

売買目的のアプリケーション・ソフトウェアの開

発、プログラミング、試作のような固有の製品製

造プロセスに対しても適用される。このばあい、

プロジェクトという概念は、具体的な目的に向け

られたアウトプットはごくわずかで、むしろ部分

的にさまざまな潜在性要素とプロセスの組み合わ

せの相互依存関係構造として述べられるアウト

プット製造のプロセスを指していると考えられる。

６　サービス給付とは、例えば設備の保守、ソフト

ウェアのインストールによるコンピュター利用可

能化のような製品補完的で非物質的な給付を意味

するばあいも、預金通帳の口座開設、コンサル

ティング・プロジェクトの実行など業界特有の製

品を意味するばあいもある。

７　ここで先行準備原価（Vorlaufkosten）と先行給

付原価（Vorleistungkosten）を並列しているのは、

W.キルガー（Wolfgang Kilger）の語用にも基づい
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ている。彼は、先行準備原価を先行給付原価と

いっている。

８　研究開発活動によって、将来の製品・方法の組

み合わせが決定される。製品・方法の革新は、新

しい生産原価の経過を基礎づけることになる。研

究開発は、設計から始める企業の価値連鎖におい

ては、内容的には、先行して、将来の設計対象と

製造技術の制約基準として働くことになるのであ

る。

９　原価増加ないし原価削減の指数の機能別に依る

差別化は、E.イェーレ（E. Jehle）によって提示さ

れている。
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